
2．単 独 決 算 の 概 要

１．需    要

この結果、販売電力量合計では、２.２％の減少となりました。

（単位：百万ｋＷｈ）

２．供    給

ど、できる限りの供給力対策を実施したことにより、安定供給を維持することができました。

（単位：百万ｋＷｈ）

・ 電灯および電力は、節電のご協力をいただいた影響などから、１.４％の減少となりました。

・ 特定規模需要は、節電のご協力をいただいた影響や、紙・パルプ、鉄鋼業などで自家発電の稼働増
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により需要を抑制いただいたことなどから、２.９％の減少となりました。

・

販 売 電 力 量

当第３四半期 前第３四半期
増　　減 前年同期比％

12,078

模需要 電 力 1,434 1,420 14 101.0 2,651

特定規 電 灯 8,179 8,325 △ 146 98.3

14,729

特 定 規 模 需 要 12,431 12,801 △ 370 97.1 17,416

以　外 電 灯 電 力 計 9,613 9,745 △ 132 98.6

・ 泊発電所の長期停止に加え、発電設備の計画外停止・出力抑制などにより、厳しい需給状況となり

ました。

・ こうしたなか、節電のご協力などを柱とした需要対策に加え、火力発電所の定期検査の繰り延べ・

合 計 22,044 22,546 △ 502 97.8 32,145

3,756 128.1

計 20,825 25,272 △ 4,447 82.4

石炭火力などの高稼働、自家発をお持ちのお客さまからの受電や卸電力取引所からの電力調達な

供 給 電 力 量

当第３四半期 前第３四半期
増　　減 前年同期比％ 前　　期

累  計  期  間 累  計  期  間

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

20,564

( 111.6)

水 力 2,821 3,235 △ 414 87.2 3,773

原 子 力 784 8,599 △ 7,815 9.1 10,663

(設備利用率 ％ ) ( 5.7) ( 62.9) (△ 57.2) ( 58.6)

( 出 水 率 ％ ) ( 99.0) ( 114.8) (△ 15.8)

35,083

新 エ ネ ル ギ ー 等 84 58 26 144.8 83

融 通 △ 12 △ 2,972 2,960 0.4 △ 3,429

他 社 受 電 4,234 3,708 526 114.2 4,865

自
　
　
社

火 力 17,136 13,380

合 計 25,026 25,962 △ 936 96.4 36,473

揚 水 用 △ 21 △ 46 25 47.0 △ 46



３.収    支

（１）収    益

この結果、経常収益合計では、２６２億円（△５.９％）減少し、４,１９８億円となりました。

（２）費    用

した。

日数の増加などにより、７１８億円（４９.８％)の増加となりました。

少となりました。

した。

費用の減少などにより、８億円（△０.９％）の減少となりました。

この結果、経常費用合計では、４２１億円（９.３％）増加し、４,９５９億円となりました。

（３）損    益

期純損益は７７５億円といずれも過去最大の損失となりました。

・

・ 電灯・電力収入は、燃料費調整制度による増収などはありましたが、販売電力量の減少などに

・ 人件費は、退職給付会計に係る費用の増加などにより、１４億円（３.２％）の増加となりま

その他収益は、子会社からの特別配当による受取配当金の増加はありましたが、本州方面への・

・

より、１２億円（△０.３％）の減少となりました。

融通電力量の減少などにより、２４９億円（△４６.１％）の減少となりました。

・ 燃料費・購入電力料は、本州方面への融通電力量の減少などはありましたが、泊発電所停止

・

・

修繕費は、発電設備に係る定期検査費用の減少などにより、２４４億円（△３０.３％）の減

減価償却費は、定率償却による逓減効果などにより、６５億円（△８.９％）の減少となりま

・

・

・

支払利息は、有利子負債の増加などにより、７億円（６.８％）の増加となりました。

泊発電所停止日数の増加による燃料費の大幅な増加などにより、経常損益は７６０億円、四半

その他費用は、緊急設置電源に係る賃借料などの増加はありましたが、原子力バックエンド



収 支 比 較 表 （単位：百万円）

電 灯 料 179,583 180,133 △ 550 99.7 257,115

電 力 料 211,048 211,744 △ 696 99.7 294,026

(　小　　計　) ( 390,631 ) ( 391,878 ) ( △ 1,246 ) ( 99.7 ) ( 551,142 )

そ の 他 収 益 29,224 54,190 △ 24,966 53.9 67,661

［ 売   　　上　   　高 ］ [ 403,412 ] [ 443,670 ] [ △ 40,258 ] [ 90.9 ] [ 615,756 ]

合 計 419,856 446,069 △ 26,213 94.1 618,803

人 件 費 46,375 44,916 1,459 103.2 58,605

燃 料 費 ・ 購 入 電 力 料 216,353 144,474 71,879 149.8 221,499

修 繕 費 56,153 80,619 △ 24,465 69.7 101,867

減 価 償 却 費 66,797 73,347 △ 6,550 91.1 99,233

支 払 利 息 11,112 10,404 707 106.8 13,933

そ の 他 費 用 99,155 100,027 △ 872 99.1 138,355

合 計 495,947 453,789 42,157 109.3 633,495

[ △ 78,348 ] [ 1,532 ] [ △ 79,881 ] [ － ] [ △ 1,887 ]

△ 76,091 △ 7,720 △ 68,371 － △ 14,691

1,413 4,693 △ 3,279 30.1 4,895

△ 77,505 △ 12,413 △ 65,091 － △ 19,587

－ 2,389 △ 2,389 － 54,956

△ 77,505 △ 14,802 △ 62,702 － △ 74,544

（注）営業損益、経常損益、税引前四半期(当期)純損益、四半期(当期)純損益欄の△は、損失を示しております。

四 半 期 ( 当 期 ) 純 損 益
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［ 営 業 損 益 ］

経 常 損 益

渇水準備金引当又は取崩し

税引前四半期(当期)純損益

法 人 税 等

当第３四半期 前第３四半期
前年同期比％ 前　　期増　　減

累  計  期  間 累  計  期  間

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)




